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奈良県学校防災教育研究会議設置要綱

（目 的）
第１ 「第２次奈良県地震被害想定調査結果」を踏まえ、学校（園）におけるより効果的な地震防災
対策を具体的に提示し、実践的な防災教育の推進を図ることを目的として、奈良県教育委員会に奈
良県学校防災教育研究会議（以下「研究会議」という ）を設置する。。

（所掌事務）
第２ 研究会議は、奈良県教育委員会が作成しようとする次の事項について指導、助言を行う。
( ) 大規模地震発生を想定した学校（園）における防災対策及び防災教育の基本方針1
( ) 防災教育マニュアル及び指導事例・指導案等2
( ) その他、防災教育に関し必要な事項3

（研究会議の構成）
第３ 研究会議は、１３名以内の委員で組織する。
２ 委員は、次に掲げる者のうちから、奈良県教育委員会教育長が委嘱又は任命する。
( ) 危機管理分野学識経験者1
( ) 危機管理分野教育関係者2
( ) 市町村教育委員会代表者3
( ) 県教育（学校安全教育）関係者4

３ 研究会議に委員長を置き、危機管理分野学識経験者の互選により定める。
、 。 、 、４ 研究会議に副委員長を置き 委員長の指名する者がこれにあたる 副委員長は 委員長を補佐し

委員長に事故等のあるときはその職務を代理する。

（会 議）
第４ 研究会議は、委員長が招集し進行する。
２ 研究会議は、必要に応じて委員以外の者の出席を求ることができる。
３ 委員のうち、危機管理分野教育関係者及び県教育（学校安全教育）関係者が会議に出席できない
場合は、代理の者が出席することができる。

（専門部会）
第５ 研究会議の内容をより具体的に進めるためのワーキング組織として、奈良県学校防災教育研究
会議専門部会（以下「専門部会」という ）を置く。。

２ 委員は研究会議の委員のうち、次に掲げる者で組織する。
( ) 危機管理分野学識経験者1
( ) 危機管理分野教育関係者2
( ) 県教育（学校安全教育）関係者（ただし、校長は除く ）3 。

３ 専門部会の委員長は、研究会議の委員長とする。
、 。 、 、４ 専門部会に副委員長を置き 委員長の指名する者がこれにあたる 副委員長は 委員長を補佐し

委員長に事故等のあるときはその職務を代理する。
５ 第４第３項の規定は、専門部会に、これを準用する。

（任 期）
第６ 委員の任期は平成１８年３月３１日までとする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任
期間とする。

（事務局）
第７ 事務局は、奈良県教育委員会事務局教育企画課に置き、庶務は教育企画課及び保健体育課が処
理する。

（その他）
第８ この要綱に定めるもののほか、必要な事項は別に定める。

附 則
１ この要綱は、平成１７年４月２２日から施行する。
２ 研究会議の第１回会議は、第４の第１項の規定にかかわらず、教育長が招集する。
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奈良県学校防災教育研究会議委員（５０音順）

・赤尾 隆祥 五條市立五條西中学校長

・石井 和典 桜井市教育委員会教育長

・上村 史郎 奈良県立王寺工業高等学校長

・大西 照雄 高取町教育委員会教育長

・岡田 教子 大和高田市立磐園小学校附属幼稚園副園長

・樫原 正巳 奈良市立帯解小学校教諭

・北野 華城 五條市立阿太小学校長

・重川希志依（副委員長） 富士常葉大学環境防災学部教授

・田中 祥元 奈良県立青翔高等学校教諭

・中杉 隆夫 兵庫県立舞子高等学校長

・中野 智 田原本町立田原本中学校教諭

・林 春男（委員長） 京都大学防災研究所 巨大災害研究センター長・教授

・宮畑 智香 天理市立柳本幼稚園教諭

（下線は専門部会委員）

奈良県教育委員会事務局

教育企画課長 山本 吉延 保健体育課長 小林 勢治

教育企画課課長補佐 岡林 成宜 保健体育課課長補佐 松本 喬

教育企画課調整員 吉田 義和 保健体育課係長 増田 辰夫

教育企画課調整員 河合 保秀 保健体育課指導主事 松田 勝雅
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（ 、 。）所属等は 平成１７年度のものである

地震防災教育展開例執筆者（５０音順）

・生井 圭造 人権教育課調整員（指導主事）

・板垣 史郎 人権教育課係長（指導主事）

・稲浦 聡 学校教育課指導主事

・井上 正司 保健体育課指導主事

・上田 裕康 学校教育課指導主事

・植村 佳央 保健体育課指導主事

・梅田真寿美 学校教育課指導主事

・大西 英人 教育企画課調整員（指導主事）

・樫原 正巳 奈良市立帯解小学校教諭

・河合 保秀 教育企画課調整員（指導主事）

・田中 祥元 奈良県立青翔高等学校教諭

・中澤 清文 教育企画課指導主事

・中野 智 田原本町立田原本中学校教諭

・半田 孝 県立教育研究所長期研修員（桜井市立桜井西小学校教諭）

・廣岡 伸祐 人権教育課指導主事

・前田 景子 学校教育課指導主事

・松岡 清之 人権教育課指導主事

・松田 勝雅 保健体育課指導主事

・宮畑 智香 天理市立柳本幼稚園教諭

・吉田 義和 教育企画課調整員（指導主事）

・吉村真知子 人権教育課指導主事


